
p1〜p3 確定申告（ｅ-Tax）の省⼒化

p4〜p6 雇⽤保険と年⾦の併給調整

p7〜p9 引越に係る⾃治体間での所得情報連携

【留意事項】
各ユースケースは、これまでの検討を踏まえ、事務局にて作成した案であり、関係機関との調整が必要
なものも含まれている。

ユースケース（事務局案）
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【想定されるユースケース事例（１）】確定申告（e-Tax）の省⼒化 Ⅰ 全体サマリー

確定申告（e-Tax)の際は、申告者は⾃分⾃⾝で申告に必要な資
料を集めなければならない。

また、繰越損失や、事業所得の経費となる減価償却費などは前年の
確定申告書の控えや決算書の写しを確認する必要があるほか、予定納
税額についても納付（通知）書等の記録を確認する必要がある。

現 状 今 後

利⽤者
（個⼈）

利⽤者
（個⼈）

⾃⼰情報

・ 前年申告書
・ 前年決算書
・ 予定納税額

・ 国⺠健康
保険料
・ ⼈的控除

マイ・ポータル

確定申告（e-Tax)の際は、申告者はマイポータルの⾃⼰情報の表⽰
機能を通じて前年の申告内容、予定納税、国⺠健康保険料及び⼈
的控除に関する情報等を確認し、これを基に当年の申告書を作成する
ことで申告者の省⼒化が期待される。
また、年⾦の⽀給額及び源泉徴収税額等をプッシュ型サービス（※）
として納税者に通知することで年⾦（雑）所得に係る確定申告の省⼒
化も期待される。

※申告、届出及び申請に基づくものを⾃⼰情報として、それ以外をプッシュ型サー
ビスとして提供することを前提としている。

税務当局

⽇本年⾦機構

プッシュ型
ｻｰﾋﾞｽ

・年⾦⽀払⾦額
・源泉徴収税額

税務当局

e-Tax

⽇本年⾦機構

前年の
確定申告書

（控）

前年の
決算書（写）

年金
源泉徴収票

地⽅公共団体

郵送

国民健康保
険料通知書
（納付書）

⽇本年⾦機構

地⽅公共団体郵送

e-Tax
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マイ・ポータル

e-Taxシステム

プッシュ型サービス

⾃⼰情報表⽰

【想定されるユースケース事例（１）】確定申告（e-Tax）の省⼒化 Ⅱ 業務フローイメージ

税務当局 地⽅公共団体 ⽇本年⾦機構

年⾦⽀給額
源泉徴収税
額の集計

確定申告の
お知らせ確認

確認
年金支給額・源泉徴収税額

前年の申告・
納付状況等
の要求

前年の申告・
納付状況等
の集計

確認

前年の申告・納付状況等

国⺠健康
保険料
・⼈的控除
情報の要求

確認

確定申告書
の作成
（e-Tax)

確定申告書
の受付
（e-Tax)

国⺠健康保険料・⼈的控除情報

送信

お知らせ

自己情報表示は情報保有機関の
システム稼働時間により、即時
（日）回答ができない場合がある。

国⺠健康
保険料
・⼈的控除
情報の集計
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【想定されるユースケース事例（１）】確定申告（e-Tax）の省⼒化 Ⅲ シーケンスイメージ

マイ・ポータル 情報連携基盤 税務当局 地⽅公共団体 ⽇本年⾦機構

コード変換処理保存処理
お知らせ
（リンクコードＡ）

お知らせ
（リンクコードＰ）

年⾦⽀給額・源泉
徴収税額送信処理コード変換処理保存処理

年金支給額・源泉徴収税額
（リンクコードＣ）

年金支給額・源泉徴収税額
（リンクコードＰ）

ログイン処理 認証処理

プッシュ型
サービス処理

お知らせ確認

本人
アクセスログ

・確定申告のお知らせ
・年金支給額・源泉徴収税額

⾃⼰情報
確認

⾃⼰情報
表⽰処理

要求（リンクコードＢ）

要求（リンクコードＡ）
コード変換処理

コード変換処理
前年の申告・納付状況等
（リンクコードA）

⾃⼰情報
検索・選定機能

コード変換処理

コード変換処理
国民健康保険料・人的控除情報（リンクコードB）

確定申告のお知ら
せ送信処理

⾃⼰情報
検索・選定機能
(抽出結果待）

・前年の申告・納付状況等
・国民健康保険料・人的控除情報

前年の申告・納付状況等
（リンクコードP）

要求（リンクコードP）

要求（リンクコードP）

国民健康保険料・人的控除情報
（リンクコードP）

e-Taxへ

「本人アクセスログ」にはログイン日時及び
操作記録を蓄積
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【想定されるユースケース事例（２）】雇⽤保険と年⾦の併給調整 Ⅰ 全体サマリー

雇⽤保険の失業給付と年⾦は併給調整されるため、雇用保険を
受給する際には、年金事務所に年金の支給停止届を提出する
必要がある。【下図】

また、雇用保険の高年齢雇用継続給付（注）を受給する場合
にも年金と併給調整されるため、当該給付の受給状況（受給
の有無、受給額）について年金事務所に届け出る必要がある。
（注）60歳から65歳までの雇用継続を援助、促進するために、60歳到達時
点の賃金に比べ75％未満の賃金で就労している場合に、賃金の15％相当額
を支給する制度。

現 状 今 後

情報連携基盤を通じた情報連携が行われれば、年金事務所での
手続きが不要になる。

○○届 ：書類等

現状 今後

《ハローワーク》

求職申込み、離職票の提出

《年金事務所》

雇用保険受給資格者証の交付
（※雇用保険の受給要件を満たしている場合）

《年金受給者》
※失業時

年金支給停止
事由該当届
・・・・・・・
・・・・・・・
・・・・・・・

年金の支給停止届の提出
雇用保険受給資格者証
（写）の添付

求職申込み、離職票の提出

《年金受給者》
※失業時

《年金事務所》

《ハローワーク》

情報連携基盤

○求職申込情報
○雇用保険の受給

状況情報の送付

雇用保険の失業給付に係る年金支給停止の事務処理 雇用保険の失業給付に係る年金支給停止の事務処理

年金支給停止
事由該当届
・・・・・・・
・・・・・・・
・・・・・・・

雇用保険受給資格者証の交付
（※雇用保険の受給要件を満たしている場合）

雇用保険
受給資格者証

雇用保険
受給資格者証

（写）

雇用保険
受給資格者証
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【想定されるユースケース事例（２） 】雇⽤保険と年⾦の併給調整 Ⅱ 業務フローイメージ

⽇本年⾦機構ハローワーク

対面での求職申請

求職登録

雇用保険受給
資格の決定

求職申込情報
雇用保険受給資格情報

マイ・ポータル

年金支
給停止
処理年金支給停止連絡

雇用保険
受給資格
者証交付

年金支給
停止通知

離職票の提出

雇用保険制度
の説明
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【想定されるユースケース事例（２） 】雇⽤保険と年⾦の併給調整 Ⅲ シーケンスイメージ

情報連携基盤

割り振り制御機能 連携ＩＦ

ハローワークシステム

申請処理機能

⽇本年⾦機構
連携ＩＦ 申請処理機能

割り振り制御

求職申込情報
雇⽤保険受給
資格情報

雇⽤保険
受給状況
受信

雇⽤保険
受給資格
決定処理

求職申込情報
雇⽤保険受給資格情報

データ形式
変換

コード変換処理

送信処理

受信処理

リンクコード

送信処理

受信処理

データ形式
変換

年⾦⽀給
停⽌処理

求職申込情報
雇⽤保険受給資格情報

リンクコード

アクセスログ管理機能

アクセスログ記
録

連携ＩＦ

マイ・ポータル
お知らせ表⽰機能

本⼈通知
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【想定されるユースケース事例（３）】引越に係る⾃治体間での所得情報連携 Ⅰ 全体サマリー

乳幼児医療を受けていた者が引越しをした場合、転入先の自
治体で乳幼児医療を受ける場合には、転出元の自治体におい
て所得証明書を入手しなければならない。

現 状 今 後

転出元の市町村と転⼊先の⾃治体が情報連携することで、住⺠は転
⼊先の⾃治体に⾏くだけで済む。

《転出元自治体》

所得証明書の申請

《転入先自治体》

所得証明書の交付

《乳幼児医療費
受給者》
※引越時

乳幼児医
療費助成

申請

乳幼児医療費助成申請
所得証明書の交付

《転入先自治体》

《提出元自治体》

情報連携基盤

乳幼児医療費の審査

所得
証明書

所得
証明書

《乳幼児医療費
受給者》
※引越時

乳幼児医療費の審査

所得
証明書

乳幼児医
療費助成

申請
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【想定されるユースケース事例（３）】引越に係る⾃治体間での所得情報連携
■ 引越時に必要となる手続の中で、乳幼児医療に関わる手続を例とする

Ⅱ 業務フローイメージ

転出元⾃治体転⼊先⾃治体

乳幼児医療資格申請

所得情報の
返信

所得情報

乳幼児医療証
交付

対象者の
所得情報照会

資格審査

乳幼児医療証
受取

転出元自治体
へ所得情報の

照会
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所得情報要求
(ﾘﾝｸｺｰﾄﾞ:B)

所得情報提供
(ﾘﾝｸｺｰﾄﾞ:B)

【想定されるユースケース事例（３）】引越に係る⾃治体間での所得情報連携 Ⅲ シーケンスイメージ図

情報連携基盤 転出元⾃治体[A]転⼊先⾃治体[B]住⺠

申請
（窓口訪問）

本人確認

内容確認、
手続案内

所得情報
所得情報照会 ｺｰﾄﾞ変換処理

ｺｰﾄﾞ変換処理

所得情報照会

照会応答資格審査

乳幼児医療証
交付受取

乳幼児
医療証

所得情報要求
(ﾘﾝｸｺｰﾄﾞ:A)

所得情報提供
(ﾘﾝｸｺｰﾄﾞ:A)
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